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から今日に至るまで提出し続けており、2018 年 10 月 31 日に開かれた中医協2・分科会3(第
18 回)において、日本医師会は「負担分は税で還付を」と税制による対応を求めている4。












本稿の構成は、医療機関における問題点(第 1 章)、消費税の歴史と課税制度(第 2 章)、判
例研究(第 3 章)、諸外国の制度(第 4 章)、わが国における今後の展望(第 5 章)となっている。






4 日本経済新聞 2018 年 11 月 1 日朝刊 5 面。中医協「医療機関等における消費税負担に関する分科会(第
18 回)分科会資料(2018 年 10 月 31 日)」参照。(https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/
000377199.pdf)。
2

















日本医師会は、第 12 回国民医療推進協議会総会(2015 年)において、控除対象外消費税は
医療機関全体で年間 2,560 億円と推計している10。最新データによる筆者推計でも年間で
                                                  
5 国税庁タックスアンサーNo.6921「控除できなかった消費税額等(控除対象外消費税額等)の処理」参照。
(https://www.nta.go.jp/taxanswer/shohi/6921.htm)。
6 安部和彦『消費税の税率構造と仕入税額控除医療非課税を中心に』(白桃書房・2015 年)1 頁。
7 森信茂樹『抜本的税制改革と消費税―経済成長を支える税制へ―』(大蔵財務協会・2007 年)179 頁。
8 2.89％の診療報酬の上乗せとは消費税導入・税率引き上げに伴う経費増への補てんのことであり、1989
年の 0.76％、1997 年の 0.77％、そして 2014 年の 1.36％の合計である。
9 日本医師会パンフレット「今こそ考えよう 医療における消費税問題 第 2版」(2012年 11月)23頁参照。
(http://dl.med.or.jp/dl-med/doctor/report/zeisei/pamphlet2.pdf)。





部分の負担割合は 1.68％であり、補てんされた部分は 1.06％であるから、正味の負担割合は 0.62％と
















                                                  
11 日本医師会と同じ方法で、最新の公表データから推計すると、消費税負担割合は変わっておらず、国民
医療費は 2016 年度の 42.1 兆円を用いて、42.1 兆円×0.62％＝2,610 億円となる。国民医療費は厚生労
働省「平成 28 年度 国民医療費の概況(2018 年 9 月 21 日)」4 頁参照。(https://www.mhlw
.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/16/dl/data.pdf)。
12 みずほ銀行産業調査部「Mizuho Short Industry Focus 医療機関と消費税問題」(2012 年 11 月 12 日)1
頁。
13 山口聡、山崎純「消費税にあえぐ大病院 診療費は非課税 転嫁先なく」日本経済新聞 2015 年 11 月 29
日朝刊 15 面。
14 安部・前掲注(6) 68 頁。
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15 2018 年現在、消費税収は国税・地方税全体の 21％を占めており、基幹税とされ、重要な役割を担って
いる。総務省「国税・地方税の税収内訳(平成 30 年度予算・地方財政計画額)」(http://www
.soumu.go.jp/main_content/000537947.pdf)。
16 フランスで 1954 年に導入された付加価値税は、サービスが課税対象外であり、小売段階は非課税とい
うものであった。その後、1968 年に現代的な付加価値税に改正された。鎌田治子『諸外国の付加価値
税(2008 年版)』(国立国会図書館調査及び立法考査局・2008 年)23 頁参照。
17 取引高税は、すべての取引段階の売上に対して、その売上金額を課税標準として課される一般消費税で
ある。低い税率で多額の税収をあげることができるため、第一次世界大戦後ヨーロッパ各国で採用され









22 経済共同開発機構(Organization for Economic Co-operation and Development)。


















  わが国では、明治維新以後、大日本帝国憲法において納税の義務(21 条)及び租税法律
主義(62 条 1 項)が定められ、江戸時代からの雑税(運上・冥加29など)は租税へと改組され、
租税制度の近代化が進み、名実ともに租税国家30となった。明治初期は地租31中心の時代
(1887 年は間接税の比率は約 17％)であったが、大正～昭和初期は間接税中心の時代(1917




                                                  
27 課税期間内の総売上金額に税率を適用して得られた金額から、同一課税期間内の仕入に含まれていた前
段階の税額を控除することによって税額を算出するという方法。金子・前掲注(17) 727 頁参照。










32 国税庁長官官房総務課「国税庁統計年報書 第 100 回記念号」(1976 年 10 月 25 日)40－41 頁参照。
33 昭和 15 年法律 40 号(1940 年)。物品税は、物品特別税(1937 年創設の北支事件特別税、1938 年からは
支那事変特別税)を恒久法に改め制定されたものである。大蔵省大臣官房文書課編『間接税の現状』(大




























                                                  





政府税調「今後の税制のある方についての答申(1977 年 10 月)」25 頁。森信茂樹『日本の消費税 導入・
改正の経緯と重要資料』(納税協会連合会・2000 年)128－129 頁。
39 例えば、「公費天国 タカリとムダの構図」朝日新聞 1979 年 9 月 14 日朝刊 3 面。
40  石・前掲注(36) 2 頁参照。石教授は、当時の一般消費税反対の理由を①歳出の無駄、非効率を徹底的に
見直すことによる歳出削減、②不公平税制是正による税収増、をまず優先すべきとの主張が支持されて
いたことを指摘している。同 3 頁。
41  森信・前掲注(38) 129 頁。
42 みずほインサイト政策「消費税の設計シリーズ(11)～『消費税』導入の経緯と益税問題」2 頁参照。
(https://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/insight/pl151127a.pdf)。
43 各年の直間比率は、川上尚貴『図説 日本の税制(2008 年度版)』(財経詳報社・2008 年)331～332 頁参
照。55：45 程度で安定していた直間比率が 1985 年にほぼ 3：1 となってしまったのは、間接税の改正
はほとんど行われていなかったためである。日本経済新聞 1986 年 7 月 13 日朝刊 8 面。
44 シャウプ勧告とは「シャウプ使節団日本税制報告書(Report on Japanese Taxation by the Shoup 
7
「税制の抜本的見直しについての答申」45(政府税調46・1986 年 10 月)において、中曾
根康弘47首相は売上税(日本版 VAT)の構想を明らかにした48。















「税制改革についての中間答申」(1988 年 4 月 28 日)、「税制改革についての答申」(同








45 政府税調「税制の抜本的見直しについての答申(1986 年 10 月)」参照。
46 政府税制調査会。政府税制調査会は、内閣総理大臣の諮問に応じて、租税制度に関する基本的事項を調
査審議する機関である。
47 中曾根首相は、米国のレーガン大統領の「公平、簡素、経済成長」の 3 つを基本方針とした税制改革に
刺激を受け、日本の抜本的な税制改革に関心を持つようになったと言われている。みずほインサイト・
前掲注(42) 3 頁参照。
48 みずほインサイト・前掲注(42) 3 頁参照。
49 石・前掲注(36) 4 頁参照。
50 自由民主党税制調査会。自由民主党における税制に関する審議機関である。
51 みずほインサイト・前掲注(42) 3 頁参照。




55 みずほインサイト・前掲注(42) 4 頁参照。
8
られ56、様々な政治的な駆け引きや取引があった末に可決57され、公布された(同 12 月
30 日)。こうして消費税法は、1989 年 4 月 1 日に施行された。
2－2－2 税制改革法は消費税法の規範規定か




税制改革法 11 条 1 項によれば、消費税を円滑かつ適正に転嫁することで、事業者では
なく、最終的に消費者に税負担を求めることが予定されている61。












ただし、2013 年 10 月 1 日に「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の
転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法」63の制定・施行に伴い、消費税額の適
正な転嫁が義務付けられた。
                                                  
56 みずほインサイト・前掲注(42) 4－5 頁参照。
57 石・前掲注(36) 5 頁参照。
58 シャウプ税制以来の大改正ともいわれている。森信・前掲注(38) 3 頁参照。
59  昭和 63 年法律 108 号(1988 年)。
60 昭和 63 年法律 107 号(1988 年)。税制改革法は、消費税導入の趣旨のほか、10 条 2 項では税の累積の
排除(仕入税額控除)、11 条 1 項では税額の適正な転嫁の説明をしている。
61 岡山地裁 1990 年 12 月 4 日判決・判時 1424 号 47 頁(広島高裁岡山支部 1991 年 12 月 5 日判決・税資
187 号 236 頁も同地裁判決を引用)では、「最終的には消費者に転嫁されることを予定されている」とし
ている。同旨、金子・前掲注(17) 16 頁。
62 東京地裁 1990 年 3 月 26 日判決・判時 1344 号 115 頁。




















たとえば製造加工業者であれば、総売上金額に係る税額は 3,000 円×10％＝300 円、仕
入れに含まれていた前段階の税額は 2,000 円×10％＝200 円であるから、300 円－200 円＝





                                                  
64 税制改革法 10 条 1 項参照。
65 富山地裁 2003 年 5 月 21 日判決・税資 253 号順号 9349(控訴審名古屋高裁金沢支部 2003 年 11 月 26
日判決・税資 253 号順号 9473 も同地裁判決を引用)では「物品やサービスの消費支出に担税力を認め
て課される租税をいう」としている。
66 税制改革法 10 条 2 項参照。
67 金子・前掲注(17) 722 頁。水野忠恒『租税法(第 5 版)』(有斐閣・2011 年)726 頁参照。
68 安部・前掲注(6) 13 頁参照。

















                                                                                                                                                    
除した点にある。」と評している。三木義一「非課税取引とゼロ税率」日税研論集 30 巻『消費税』(日
本税務研究センター・1995 年)197 頁参照。金子教授は「仕入税額控除は消費税の最も重要な要素の 1
つである。それによって税負担の累積が防止され、消費税は付加価値税の性質をもちうるからである。」
と述べている。金子・前掲注(17) 756－757 頁。
71 マーリーズ・レビューはミード報告の後継報告書であり、ここ 30 年の経済環境の変化を踏まえて作成
された抜本的な税制改革案である。みずほ総合研究所「マーリーズ・レビューの税制改革案〜ミード報
告以来 30 年ぶりの抜本的税制改革案〜」(2010 年)1 頁。
72 James Mirrlees ,Tax by Design The Mirrlees Review, Oxford University Press 2011, at 168－170.
73 国内において事業者が行った資産の譲渡等及び保税地域から引き取られる外国貨物が消費税の課税対
象取引とされている(消費税法 4 条 1 項 2 項)。資産の譲渡等とは「事業者として対価を得て行われる資
産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供」(同法 2 条 1 項 8 号)といい、このうち、非課税取引以外のもの
を「課税資産の譲渡等」という。










200－0= 200円 300－200= 100円 400－300= 100円 500－400= 100円

















輸出免税(同法 7 条 1 項)という。
(3) 非課税取引
  国内における資産の譲渡等に該当するものであっても、消費税法別表 1 に掲げるもの
は「その性質上消費税になじまないもの」または「社会政策的配慮に基づくもの」とし
て課税資産の譲渡等から除かれており、これらに該当するものを非課税取引(同法 6 条 1
項)といい、一覧にしたものが図表 2－2 である。
  
























































































11 入学金・授業料 販売管理費等 可 負担なし

























度」であるのか「納税者に付与された権利」であるのかで見解が分かれている。                  
わが国の仕入税額控除も「権利」であると解するのは、EU における仕入税額控除は「租
税債権者である国に対する払戻請求権」79という見解80が示されているからであろう。
しかし、税制改革法 10 条 2 項の規定から、仕入税額控除を「事業者に付与された権利」
であると導くには無理があり81、消費税に付加価値税の性質をもたせるための重要な要素、
あるいは仕組みと解するのが妥当である82。
                                                  
76 非課税取引が別表 1 に掲げるものに限定されているのは、中曾根首相のときに導入が検討された売上税
では、非課税項目が 51 項目もあり、各業界に根深い不公平感を植え付けたことが廃案に追い込まれた
要因の 1 つであったため、自民党税調は、消費税では非課税を教育・医療・福祉の 3 分野のみにとどめ
る、としている。朝日新聞 1988 年 6 月 14 日朝刊 1 面。
77 森信・前掲注(38) 45 頁。
78 品川芳宣「医業に係る仕入れ消費税額転嫁の現状と課題－社会保険診療報酬非課税制度の問題とその解
決策－」季刊 野村資産承継(2016 年春号 Vol.4)38 頁。
79 VAT 指令 167 条において、仕入税額控除は a right of deduction(控除する権利)と記されている。
80 西山由美「仕入税額控除」金子宏編『租税法の基本問題』(有斐閣・2007 年)731 頁参照。
81 反対、占部裕典教授は「消費税 30 条 1 項において、納税義務者は仕入税額控除の権利を付与されてお
り」と述べている。占部裕典『租税法の解釈と立法政策Ⅱ』(信山社・2002 年)530 頁。
























                                                  
83 基準期間における課税売上高が 5,000 万円以下である事業者で、事前に届出を提出している場合に適用
することができる(消費税法 37 条)。
84 課税期間中の国内における資産の譲渡等の対価の額の合計額に占めるその課税期間中の国内における
課税資産の譲渡等の対価の額の合計額の割合をいう(消費税法 30 条 6 項)。
85 個別対応方式とは、課税仕入れ等に係る消費税額のすべてを①課税資産の譲渡等にのみ要するもの、②
非課税資産の譲渡等にのみ要するもの、③両方に共通して要するものに区分し、①＋③×課税売上割合
という算式により計算する方法である(消費税法 30 条 2 項 1 号)。
86 一括比例配分方式とは、課税仕入れ等に係る消費税額×課税売上割合という算式により計算する方法で
ある(消費税法 30 法 2 項 2 号)。
87 この一定の割合をみなし仕入率といい、第 1 種事業(90％)から第 6 種事業(40％)まで 6 つの事業区分に
分けられている。
88 水野・前掲注(66) 768 頁参照。
89 会計検査院は簡易課税制度に関し、実際の仕入率とみなし仕入率との乖離が大きく「益税」が発生する
ケースがあると問題の指摘をしている。会計検査院「『消費税の簡易課税制度について』に関する会計
検査院法第 30 条の 2 の規定に基づく報告書」(2012 年 10 月)参照。
90 Mirrlees, supra note 72, at 171. 同旨の説明として、安部教授は、非課税とゼロ税率の違いは「仕入税
額控除の可否」であると述べている。安部・前掲注(6) 45 頁、196 頁参照。反対、西山教授は「仕入税
額控除の有無をもって『非課税』でなく『免税』とするというのは説得的ではない。」と述べている。





取引：B to B 取引)で仕入税額控除を行えない場合に税の累積が生ずることを確認する。





図表 2－4 図表 2－1 の場合と図表 2－3 の場合における納付額と負担額の比較




原材料生産者 2,000×10％＝200 円 2,000×10％＝200 円
製造加工業者 3,000×10％－200＝100 円 3,000×10％－200＝100 円
卸売業者  4,000×10％－300＝100 円 (4,000＋300)×0％＝0 ★非課税取引
小売業者  5,000×10％－400＝100 円 5,300×10％－0＝530 円
(合計額) 200＋100＋100＋100＝500 円 200＋100＋0＋530＝830 円
































































93 神戸地裁 2012 年 11 月 27 日判決で裁判所は「税負担の累積は考慮する必要はなく」と述べている。
16




























                                                  
94 東京地裁 2002 年 4 月 18 日判決・税資 252 号順号 9109。


















  VAT の先駆である EU においても当初から医療は非課税とされており、わが国も一般
                                                  
96 神戸地裁 2012 年 11 月 27 日判決・税資第 262 号順号 12097。





























針を崩さず「税制改革についての中間答申(同 4 月 28 日)」で基本的に非課税取引は
認めるべきでない108としたため、自民党税調がまとめた消費税の非課税取引の原案






税が決まり111(同 6 月 11 日)、教育・医療・福祉の 3 分野で一部を非課税扱いとする
ことが正式に確定した112(同 6 月 13 日)。




                                                  
103 税理士の岩下忠吾氏は、社会保険診療の非課税措置の理由を、国民の生命・健康の維持に直接かかわる
ものであること等と述べている。岩下忠吾『改訂版 総説 消費税法』(財経詳報社・2006 年)153 頁。
104 厚生省保険局医療課「消費税の導入に伴う社会保険診療報酬等の改定について(1989 年 4 月)」共済新
報 30 巻 4 号 30－35 頁参照。




107 業界団体の要望の詳細については、中医協「医療機関等における消費税負担に関する分科会(第 2 回)提
出資料・税－2－4(2012 年 7 月 27 日)」参照。(http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852
000002gaxb-att/2r9852000002gb30.pdf)。
108 政府税調「税制改革についての中間答申(1988 年 4 月 28 日)」45 頁。
109 日本経済新聞 1988 年 5 月 22 日朝刊 1 面参照。
110 日本経済新聞 1988 年 5 月 28 日朝刊 2 面参照。
111 朝日新聞 1988 年 6 月 12 日朝刊 1 面参照。
112 日本経済新聞 1988 年 6 月 13 日夕刊 1 面参照。
































                                                  
114 日本医師会「今村副会長に聞く 医療機関が抱える消費税負担問題の解決に全力で取り組む」日医
NEWS ONLINE 第 1224 号(2012 年 9 月 5 日)。(http://www.med.or.jp/nichinews/n240905a.
html)。
115 中医協「医療機関等における消費税負担に関する分科会(第 1 回)議事録(2012 年 6 月 20 日)」。
(https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002f43j.html)。
































税制改革法 11 項 1 項は「転嫁を通じて最終的に消費者が消費税を負担することが予定さ
れているという消費税法の基本的な考え方を宣言したものにとどまる」と、東京地裁 1990
年 3 月 26 日判決と同旨の判断をし、「事業者の実質的な消費税負担の防止」を根拠付け
21
る規定とは解せないと、原告らの請求を退けた。
















② 本件仕組み・本件立法行為等及び本件改定行為等の憲法適合性(14 条 1 項)
転嫁方法の区別を生じさせているとする本件仕組み・本件立法行為等及び本件改
定行為等について、裁判所は以下の理由から憲法 14 条 1 項に違反しないとした。
(ｲ) 憲法 14 条 1 項の意義










                                                  
117 最高裁判所 1964 年 5 月 27 日大法廷判決・民集 18 巻 4 号 676 頁、最高裁判所 1973 年 4 月 4 日大法廷































この点に関し安部教授は「租税立法が経済的自由権(本件に即して言えば憲法 22 条 1
項・29 条 1 項)に係る積極的・政策的規制(積極目的規制)であることを前提に、当該規制
措置が著しく不合理であることの明白である場合に限って違憲とするという、いわゆる
                                                  
























  この診療報酬改定は、通常 2 年ごとに行われ、その仕組みはきわめて複雑かつ技術的
で、かつ政策的な要素が織り込まれ決定される。例えば 1989 年 4 月、1997 年 4 月及び




しくはその織込みが不十分であったのかを立証する必要があったが、1989 年 4 月、1997
                                                  
120 このような経済的自由の積極目的規制について 14 条 1 項違反が問題となるときの判断基準は、立法目
的が正当なものであり、目的と手段との間に合理的関連性があれば国会の裁量権の範囲内であるという
「合理的根拠の基準」でよいとされる 。安部・同上 61 頁。




－2(2018 年 11 月 21 日)」。(https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000406070.pdf)。
123 改定項目の追跡調査を行っているが、算定方法が変更されたものや包括評価されたものが多く、改定効
果の持続性の検証は極めて困難である。中医協「医療機関等における消費税負担に関する分科会(第 3

























実質的な消費税負担の防止」という趣旨も、税制改革法 10 条 2 項から消費課税が経済活
動の阻害要因となることを極力排除するという立法趣旨を読み込むことで、制度趣旨と
して導けるとし、裁判所の判断は妥当ではないと述べている130。
                                                  
124 麻生太郎財務大臣は、2016 年 3 月 31 日の参議院財政金融委員会において、医療機関の控除対象外消
費税に関し、還付を認めると消費税収が減収するため、そのような要求は受け容れられない旨の発言し
ている。日本医師会 医業税制検討委員会答申「『医療における税制上の諸課題およびあるべき税制』に
ついて(2018 年 5 月)」3 頁参照。(http://dl.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20180606_1
.pdf)。
125 安部・前掲注(6) 63 頁参照。
126 平井宜雄教授は、現行制度の矛盾点をあぶり出し、国民及び政策当局の注意を喚起する目的の訴訟を「政
策志向型訴訟」としている。平井宜雄『法政策学(第 2 版)』(有斐閣・1995 年)5 頁参照。
127 村井正「消費税法上の非課税取引は全廃か、課税選択権か－最善策が無理であれば次善策を－」税研
29 巻 5 号(2014 年)16 頁参照。
128 西山由美「判批」新・判例解説 Watch 租税法 87 号(2013 年)2－3 頁参照。
129 西山・同上。この構造に反すると、消費税が事業者のコスト・ファクターとなってしまう。










り、 第 1 章の推計や麻生財務大臣の国会での答弁131からも分かるように、診療報酬改定
ではこの問題は解消されていないことは明らかである。





                                                  












次の 3 つの理由から EU の付加価値税指令を含むイギリス、カナダ及びオーストラリアを
比較検討対象として選んだ132。
① 第 2 章で確認しているが、わが国の消費税は、その制度設計は VAT を倣っており、
医療を非課税としたこともその取扱いを倣っていること。
② 2019 年 10 月より軽減税率の導入が予定されているわが国において、複数税率を採用
しているイギリスの検討は有効であると考えられること(ただし、マーリーズ・レビュ
ーでは軽減税率を批判している133)。
③ カナダ及びオーストラリアにおける付加価値税は、その導入が 1990 年代以降と
OECD 加盟国では最近のことであり、両国においては、その制度設計にあたり欧州諸
国における制度の問題点を十分に検討しているものと考えられること。
本章では、まず 4－1 でわが国の医療制度を確認したのちに、4－2 でイギリス、4－3 で
カナダ、4－4 でオーストラリアの、それぞれの国の付加価値税制と医療制度を順に確認す
る。
                                                  




























                                                  
134 社会保険方式とは、被保険者や被保険者の事業主が拠出した保険料を財源として給付を行う仕組みをい
い、税方式とは， 保険料ではなく専ら租税を財源にして給付を行う仕組みをいう。厚生労働省編「平





135 厚生労働省・前掲注(134)42 頁参照。安部・前掲注(6) 112－113 頁参照。
136 厚生労働省・前掲注(11)参照。





される二次医療に対して門番(Gate Keeper)の役割を果たすことである。大森正博「第 8 章 日本の医療
制度の問題点と医療制度改革の方向性について」貝塚啓明(財務省財務総合政策研究所編)『医療制度改
革の研究－持続可能な制度の構築に向けて－』(中央経済社・2010 年)250 頁参照。
139 医療法(昭和 23 年法律 205 号・1948 年)において、病院とは「医師が…医業を行う場所であって、20
人以上の患者を入院させるための施設を有するもの」(1 条の 5 第 1 項)と定義され、診療所とは「医師














公的病院が 1,804(約 22％)、民間病院が 6,585(約 78％)となっており、診療所・歯科診療









  4－2 以降では、この特徴を踏まえて諸外国の制度を確認する。
                                                  
140 山本克也、近藤康之「病院機能分化論の再検討」医療と社会 13 巻 1 号(2003 年)97 頁参照。
141 OECD Health Statistics 2018 (online database). (MRI については、https://data.oecd.org/




143 厚生労働省「医療施設動態調査(平成 30 年 3 月末概数)結果の概要」(2018 年 6 月 20 日)1 頁。
(https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/iryosd/m18/dl/is1803_01.pdf)。






  イギリスは、1973 年、ヒース保守党政権下で VAT を導入した。










  ゼロ税率が適用される取引は s30 and Schedule 8 of VAT Act 1994 に規定されて
おり、Group 1～16 に分類されている。ここで、注目すべきは、Group12 に Drugs , 
medicines(医薬品)、aids for the handicapped(身体障害者用器具)と記されており、
これらにはゼロ税率が適用されるということである。
② 軽減税率
  軽減税率が適用される取引は s29A and Schedule 7A of VAT Act 1994 において
規定されており、Group 1～15 に分類されている。軽減税率は VAT 導入当初はなく、
中期的な税収確保目的で 1994 年に導入された150。
③ 非課税取引
  非課税が適用される取引は s31 and Schedule 9 of VAT Act 1994 において規定さ
れており、Group 1～12 に分類され、Group 7 に health and welfare(医療・福祉)
                                                  
145 それまでは仕入税と選択的雇用税という消費課税が採用されていた。
仕入税は 1940 年に戦費調達・インフレ対応策として創設された。酒井翔子「英国における付加価値税
制度の特徴」政経論集 16 号(2013 年)165 頁参照。
選択的雇用税は、1966 年に労働力をサービス業から製造業に向かわせ経済成長を促進する目的で創設
された。小森暸一「イギリスにおける付加価値税の導入」經濟学論叢 21 巻 1 号(1973 年)7 頁。
146 安部・前掲注(6) 124 頁参照。
147 中井英雄「第 5 章 イギリスの付加価値税」橋本徹編『欧米諸国の間接税－EC 型付加価値税と売上税』
(清文社・1988 年)91 頁。
148 安部・前掲注(6) 124 頁参照。






  イギリスの VAT は、課税の累積を排除するために仕入税額控除が採用されている。



















                                                  
151 特例法とは、標準法による仕入税額控除の計算では、事業者の事業実態にそぐわないと考えられる場合
に、歳入関税庁の承認を受けたときに採用できる方法で、わが国における「課税売上割合に準ずる割合
(消費税法 30 条 3 項)」に相当する制度である。
152 この除外される部分を「部分的控除否認」という。安部・前掲注(6) 130 頁参照。
153 毛利健三「社会保障の歴史」武川正吾・塩野谷祐一編『先進諸国の社会保障Ⅰ イギリス』(東京大学出
版会・1999 年)31 頁。
154 片桐由喜「第 3 章 イギリスにおける医療制度改革 第 1 節 現行制度の概要」松本勝明編『医療制度改
革 ドイツ・フランス・イギリスの比較分析と日本への示唆』(旬報社・2015 年)195 頁参照。
155 安部・前掲注(6) 153 頁参照。
156 安部・同上 99－100 頁参照。外務省「世界の医療事情 英国(2016 年 10 月)」においても「NHS で医療
を受ける際には，まず家庭医(GP)の診察を受ける必要がある」と記されている。
(https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/medi/europe/uk.html)。


















  カナダは、1991 年、マルルーニ保守党政権下で付加価値税(Goods and Service Tax, 以
下 “GST”)を導入した158。





  連邦税である GST は、間接税法(the Excise Tax Act, 以下 “ETA”)の第 9 章(Part Ⅸ , 
s 122～368)に規定されている。軽減税率は存在せず、標準税率は 5％である。
① ゼロ税率




  非課税取引は s123(1), schedule Ⅴ of ETA において規定されており、part Ⅰ～
Ⅸに分類され、partⅡに health care services(保険医療サービス)が記されている。
③ 仕入税額控除








カナダでは、公共機関(Public Services Bodies, 以下 “PSB”)については、申告により
                                                  
158 鎌田・前掲注(16) 33 頁参照。
159 鎌田・前掲注(16) 33 頁参照。林宜嗣「第 9 章 カナダ売上税改革」橋本徹編『欧米諸国の間接税－EC
型付加価値税と売上税』(清文社・1988 年)156－158 頁参照。






公共機関等の類型と還付割合(GST 部分)を、図表 4－1 に示した。
図表 4－1 公共機関等の類型と還付割合(GST 部分)
公共機関等の類型 地方自治体 大学 学校 病院 慈善団体 認定 NPO
還付割合 100％ 67％ 68％ 83％ 50％ 50％
(s 259(3) of ETA より筆者作成。網掛けは筆者強調。)



















                                                  
161 安部・前掲注(6) 182 頁参照。
162 安部・同上 183－184 頁参照。
163 安部・同上 186－187 頁参照。
164 厚生労働省「2017 年 海外情勢報告(2018 年 3 月)」63 頁参照。(https://www.mhlw.go.jp/wp/
hakusyo/kaigai/18/dl/t2-02.pdf)。



















                                                  





  オーストラリアは、2000 年 7 月 1 日、ハワード自由党政権下で A New Tax System 























                                                  
168 安部・前掲注(6) 193－194 頁参照。
169 卸売売上税は、1930 年に導入された単段階一般消費税で、小売業者が支払う購入価格を課税標準とし、
卸売取引を課税取引として課税する租税である。H.D.マックガーラン「オーストラリアの売上税」租税
研究 80 号(1956 年)11－13 頁参照。
170 米原淳七郎「オーストラリアの税制改革－GST の導入－」オーストラリア研究紀要 27 巻(2001 年)32
頁参照。
171 安部・前掲注(6) 196 頁参照。





④ 医療に対する GST の取扱い
① で確認したとおり、医療はゼロ税率供給とされている。
これは、EU の医療に対する VAT の取扱いを検討した結果、非課税ではなくゼロ
税率を適用したほうが、公共部門と民間部門との競争の中立性を確保できることを
理由としている173。



















                                                  
173 Catherine Whitby , First Do No Harm : GST and Health Care Services , Revenne Law Journal : 
Vol.10: Issue 1, Article 9 (2000), at 120. 訳文は、安部・前掲注(6) 203 頁参照。
174 安部・前掲注(6) 205 頁参照。
175 外務省「世界の医療事情 オーストラリア(2016年 10月)」において「医療を受けるには、まずGP(General 
Practitioner／総合診療医)の受診が必要である」と記されている。(https://www.mofa.
go.jp/mofaj/toko/medi/oceania/australia.html)。























多い 少ない 少ない 少ない
開設主体 民間中心 公営中心 公営中心 公民半々
税
制
標準税率 8％ 20％ 5％ 10％
医 療 非課税 非課税※ 非課税 課税(ゼロ税率)
控除対象外
消費税
発生する 発生する 発生する 発生しない




















前章の図表 4－4 を参考に、想定される解消方法を整理したものが図表 5－1 である。こ
の問題を取り扱った先行研究178においても、同様の区分に基づく考察をしている。
図表 5－1 想定される解消方法
日本 イギリス カナダ オーストラリア






































                                                  
177 自由民主党・公明党「平成 30 年度税制改正大綱」(2017 年 12 月 14 日)131 頁。
178 先行研究の例として、安部・前掲注(6)、品川・前掲注(78)、西沢和彦「医療にかかる消費税の現状とあ
るべき姿」JRI レビューVol.9(2017 年)などがある。
179 EU では VAT 指令 137 条において、一定の取引に対し課税の選択権を認めている。
39
(1) 診療報酬改定により解消する場合(第 1 案)
  現行方法は、診療報酬改定により消費税負担分を上乗せして医療機関の負担を解消し
ようとするものである。第 3 章で確認した神戸地裁や政府180は、診療報酬改定は適切で















(3) 医療非課税を維持しつつ、還付を受ける場合(第 3 案)




3 月)で「消費税率 10％引上げ時の抜本的解決の選択肢として…カナダの PSB リベート
など諸外国の制度の検討も併せて行う必要がある。」185としている。
                                                  
180 2014 年 3 月 28 日、安倍晋三内閣総理大臣は 186 回国会で「医療機関等が仕入れに要した消費税負担
分に対し、診療報酬において適切に対応してきている」と答弁している。(http://www.shugiin.go
.jp/internet/itdb_shitsumon.nsf/html/shitsumon/b186083.htm)。
181 中医協「医療機関等における消費税負担に関する分科会(第 17 回)提出資料・税－2(2018 年 9 月 19 日)」
29 頁。(https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000357457.pdf)。
182 特定機能病院は、高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び高度の医療に関する研修を実施する能
力等を備えた病院等として、厚生労働大臣の承認を受けたものをいう(医療法 4 条の 2)。
183 安部・前掲注(6) 212 頁参照。
184 安部・同上 213 頁参照。
185 日本医師会・前掲注(9) 24 頁。
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186 Fabiola Annacondia, EU VAT Compass 2013.14, 621 (IBFD.2013).
187 安部・前掲注(6) 213 頁。ただし、イギリスの家庭用燃料のように、ゼロ税率であったものが標準税率
に変更された例は存在する。鎌田・前掲注(16) 17 頁参照。





















める事態というのは極めて想定しにくい」190と、PSB リベートが導入されて 30 年近く経過
するカナダにおいて病院による不正還付事案はあまりないことを根拠に、不正還付が行わ
れてもきわめてレアケースであると述べている191。













                                                  
190 安部・前掲注(6) 219 頁参照。
191 安部・同上。
192 日本経済新聞 2018 年 10 月 19 日朝刊 17 面、同 10 月 24 日朝刊 39 面。
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